
ー
給

与
勧

告
の
仕

組
み
と

本
年
の

勧
告

の
ポ

イ
ン

ト
ー

平
成

27
年

８
月

人
事

院

資料２

908717
長方形
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①
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概
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・
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②
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置
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0

２
給

与
制

度
の

総
合

的
見

直
し
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３
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レ
ッ
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ス

タ
イ
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充
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・
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１
－

①
給

与
勧

告
の

対
象

職
員

公
務
員
に
は
、
国
家
公
務
員
約
５
８
．
３
万
人
と
、
地
方
公
務
員
約
２
７
４
．
９
万
人
が
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
人
事
院
の
給
与
勧
告
の
対
象

と
な
る
の
は
、
「
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
（
給
与
法
）
」
の
適
用
を
受
け
る
一
般
職
の
国
家
公
務
員
約
２
７
．
５
万
人
で
す
。

給
与

法
適
用
職
員

約
２
７
.５

万
人

検
察

官
約

０
．

３
万

人

行
政

執
行

法
人

職
員

約
０

．
７

万
人

（
注
）
１

国
家

公
務

員
の

数
は

平
成

２
７

年
度

末
予
算

定
員
等

に
よ
る

。
２

地
方

公
務

員
の

数
は

総
務

省
「

平
成

２
６
年

地
方
公

務
員
給

与
実
態

調
査
」

に
基
づ

い
て
推

計
し
た

も
の
で

あ
る

。
３

人
員

は
、

そ
れ

ぞ
れ

小
数

点
以

下
第

２
位
を

四
捨
五

入
し
て

い
る
た

め
、
合

計
が
合

致
し
な

い
場
合

が
あ

る
。

一
般

行
政

職
員

、
外

交
官

、
税

務
署

職
員

、
刑

務
官

、
海

上
保

安
官

、
医

師
、

看
護

師
等

総
計

約
３

３
３

．
１

万
人

国
家

公
務

員

約
５

８
．

３
万

人

一
般

職

約
２

８
．

５
万

人

特
別

職

約
２

９
．

８
万

人

地
方

公
務

員

約
２

７
４

．
９

万
人

１



１
－

②
給

与
勧

告
の

手
順

人
事
院
で
は
、
国
家
公
務
員
と

民
間
の
４
月

分
の
給
与
（
月
例
給
）
を
調
査
し
た
上
で
、
精
密
に
比
較
し
、
得
ら
れ
た
較
差
を
埋
め
る
こ
と
を
基
本

に
勧
告
を
行
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
特
別
給
に
つ
い
て
も
、
民
間
の
特
別
給
（
ボ
ー
ナ
ス
）
の
過
去
１
年
間
（
前
年
８
月
か
ら
当
年
７
月
ま
で
）
の
支
給
実
績
を
精
確
に
把
握
し
、

民
間
の
年
間
支
給
割
合
に
国
家
公
務
員
の
特
別
給
（
期
末
・
勤
勉
手
当
）
の
年
間
支
給
月
数
を
合
わ
せ
る
こ
と
を
基
本
に
勧
告
を
行
っ
て
い
ま
す
。

国
家
公
務

員
（

行
(
一

)）
と
民

間
の
月
例

給
を

比
較

役
職
段
階
、
勤
務
地
域
、
学
歴
、
年
齢
を
同

じ
く
す
る
者
同
士
の
給
与
を
比
較

（
ラ
ス
パ
イ
レ
ス

方
式
）

情 勢 適 応 の 原 則

（ 民 間 準 拠 ）

各
府

省
、
職

員
団
体

等
の

要
望

・
意
見

を
聴
取

各
地

域
に
お

い
て

有
識

者
、
中

小
企
業

経
営

者
等
と

意
見
交

換
水 準 の 改 定 、 俸 給 制 度 ・ 諸 手 当 制 度 の 見 直 し

人 事 院 勧 告 ・ 報 告
内

閣
（
勧
告
の
取
扱
い

決
定
）

国
会

（
給

与
法

の
改

正
）

法 案 提 出

民 間 給 与 の 調 査

事 業 所 別 調 査
ボ
ー
ナ
ス

（
前
年
８
月
か
ら
当
年
７

月
ま
で
）

給
与
改
定
や

諸
手
当
の
支
給

状
況

従 業 員 別 調 査

４
月
分
給
与

約
５
０
万
人
を
対
象

国 家 公 務 員 給 与

の 調 査

個 人 別 調 査

４
月
分
給
与

約
２
５
万
人

（
新
規
採
用
者
等
を
除
く
）

全
員
を
対
象

国
家

公
務
員

の
特
別

給
の

支
給

月
数
と

民
間

の
特
別

給
の
支

給
割

合
を
比
較

企
業
規

模
50
人

以
上

か
つ

事
業
所

を
実

地
調
査

事
業
所

規
模

50
人

以
上

の

母
集
団

事
業

所

約
54
,9
0
0事

業
所
の

う
ち
、

約
12

,3
0
0事

業
所
を

調
査

２



（
役

職
段

階
）

（
勤

務
地

域
）

（
学

歴
）

（
年

齢
階

層
）

（
民

間
給

与
総

額
（
Ａ

）
）

（
国

家
公

務
員

給
与

総
額

（
Ｂ

）
）

2
4
・
2
5
歳 2
6
・
2
7
歳

１
－

③
民

間
給

与
と

の
比

較
方

法
（
ラ

ス
パ

イ
レ

ス
比

較
）

月
例
給
の
民
間
給
与
と
の
比
較
（
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
比
較
）
に
お
い
て
は
、
個
々
の
国
家
公
務
員
に
民
間
の
給
与
額
を
支
給
し
た
と
す
れ
ば
、
こ
れ
に
要
す
る
支
給

総
額
（
Ａ
）
が
、
現
に
支
払
っ
て
い
る
支
給
総
額
（
Ｂ
）
に
比
べ
て
ど
の
程
度
の
差
が
あ
る
か
を
算
出
し
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
以
下
の
と
お
り
、
役
職
段
階
、
勤
務
地
域
、
学
歴
、
年
齢
階
層
別
の
国
家
公
務
員
の
平
均
給
与

（
注
１
）
と
、
こ
れ
と
条
件
を
同
じ
く
す
る
民
間
の

平
均
給
与

（
注
２
）
の
そ
れ
ぞ
れ
に
国
家
公
務
員
数
を
乗
じ
た
総
額
を
算
出
し
、
両
者
の
水
準
を
比
較
し
て
い
ま
す
。

１
級

(係
員

)
１

級
地

大
卒

2
2
・
2
3
歳

民
間

給
与

×
国

家
公

務
員

数

…

…

地
域

手
当

国
家

公
務

員
給

与
×

国
家

公
務

員
数

…

短
大

卒
2
0
・
2
1
歳

民
間

給
与

×
国

家
公

務
員

数

…

…
国

家
公

務
員

給
与

×
国

家
公

務
員

数

…

高
卒

1
8
・
1
9
歳

民
間

給
与

×
国

家
公

務
員

数

…

…

国
家

公
務

員
給

与
×

国
家

公
務

員
数

…

中
卒

1
6
・
1
7
歳

民
間

給
与

×
国

家
公

務
員

数

…

国
家

公
務

員
給

与
×

国
家

公
務

員
数

…

各
勤

務
地

域
ご

と
に

、
「
地

域
手

当
１

級
地

」
と

同
様

、
学

歴
別

、
年

齢
階

層
別

に
民

間
給

与
及

び
国

家
公

務
員

給
与

を
算

定

２
級

(主
任

)

３
級

(係
長

)

各
役

職
段

階
ご

と
に

、
「
１

級
(係

員
)」

と
同

様
、

勤
務

地
域

別
、

学
歴

別
、

年
齢

階
層

別
に

民
間

給
与

及
び

国
家

公
務

員
給

与
を

算
定

民
間

給
与

総
額

÷
国

家
公

務
員

総
数

＝
4
1
0
,4

6
5
円

（
ａ
）

国
家

公
務

員
給

与
総

額

÷
国

家
公

務
員

総
数

＝
4
0
8
,9

9
6
円

（
ｂ
）

本
年

の
較

差
1
,4

6
9
円

(0
.3

6
％

)
（
算

定
方

法
）

(a
) 
－

(b
)

…

地
域
手
当

非
支

給
地

４
級

(課
長

代
理

・

係
長

)

５
級

(課
長

・

課
長

代
理

)

６
級

(部
長

等
・

課
長

・
課

長
代

理
)

７
級

・
８

級

(部
長

等
・
課

長
)

９
級

・
1
0
級

(部
長

等
)

行
政

職
(一

)

(事
務

・
技

術
) （

注
１
）
平
成
2
7年

国
家
公
務
員
給
与
等
実
態
調
査
の
結
果

を
基
に
算
出

（
注
２
）
平
成
2
7年

職
種
別
民
間
給
与
実
態
調
査
の
結
果
を

基
に
算
出

３

２
級

地
地
域
手
当

３
級

地
地
域
手
当

４
級

地
地
域
手
当

５
級

地
地
域
手
当

６
級

地
地
域
手
当

７
級

地
地
域
手
当



１
－

④
民

間
給

与
と

の
較

差
に

基
づ

く
給

与
改

定

較
差

1
,4

69
円

民
間
給
与

4
1
0
,4

6
5
円

国
家
公
務

員
給
与

4
0
8
,9

9
6
円

本
年
の
民
間
給
与
と
の
較
差

1
,
4
6
9
円
（
0
.
3
6
％
）
を
解
消
す
る
た
め
、
以
下
の
と
お
り
俸
給
を
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
給
与
制
度
の
総
合
的
見
直
し
に

お
け
る
地
域
手
当
の
支
給
割
合
の
引
上
げ
を
実
施

す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

４

俸
給

2
8
0円

は
ね

返
り
分

3
3
円

改
定

の
内

訳

「
は

ね
返

り
分

」
と

は
、

俸
給

等
の

一
定

割
合

で
手

当
額

が
定

め
ら

れ
て

い
る

地
域

手
当

の
よ

う
に

、
俸

給
等

の
改

定
に

伴
い

手
当

額
が

増
減

す
る

分
を

い
う

。

（
注

）

地
域

手
当

1
,1

5
6円



初
任
給
は
、
民
間
と
の
間
に
差
が
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
１
級
の
初
任
給
を
2
,
5
0
0
円
引
上
げ
。
若
年
層
に
つ
い
て
も
同
程
度
の
改
定
。
そ
の
他
は
、

給
与
制
度
の
総
合
的
見
直
し
等
に
よ
り
高
齢
層
に
お
け
る
官
民
の
給
与
差
が
縮
小
す
る
こ
と
と
な
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
そ
れ
ぞ
れ
1
,
1
0
0
円
の
引
上
げ

を
基
本
に
改
定
（
平
均
改
定
率
0
.
4
％
）

１
－

⑤
本

年
の

給
与

改
定

５

１
俸

給
表

(
１
)

行
政
職
俸
給
表
(
一
)

(
２
)

そ
の
他
の
俸
給
表

行
政
職
俸
給
表
(
一
)
と
の
均
衡
を
基
本
に
改
定
。
指
定
職
俸
給
表
は
、
行
政
職
(
一
)
の
引
上
げ
を
踏
ま
え
、
各
号
俸
1
,
0
0
0
円
の
引
上
げ

４
期

末
手
当
・

勤
勉

手
当

民
間

の
特
別
給
の
支
給
割
合
と
の
均
衡
を
図
る
た
め
、
支
給
月
数
を
0
.
1
月
分
引
き
上
げ
、
4
.
2
0
月
に
改
定
（
現
行
4
.
1
0
月
）

民
間

の
支
給
状
況
等
を
踏
ま
え
、
勤
務
実
績
に
応
じ
た
給
与
を
推
進
す
る
た
め
、
引
上
げ
分
を
勤
勉
手
当
に
配
分

２
初
任

給
調
整

手
当

医
師
に
対
す
る
初
任
給
調
整
手
当
に
つ
い
て
、
医
療
職
俸
給
表
(
一
)
の
改
定
状
況
を
勘
案
し
、
医
師
の
処
遇
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
所
要
の
改
定

５
実

施
時
期

俸
給
表
、
初
任
給
調
整
手
当
及
び
地
域
手
当
：
平
成
27
年
４
月
１
日

期
末
手
当
・
勤
勉
手
当
：
法
律
の
公
布
日

３
地
域

手
当

給
与

制
度
の
総
合
的
見
直
し
を
円
滑
に
進
め
る
観
点
か
ら
、
支
給
割
合
に
つ
い
て
給
与
制
度
の
総
合
的
見
直
し
に
よ
る
見
直
し
後
の
支
給
割
合
と
見
直
し
前

の
支
給

割
合
と
の
差
に
応
じ
、
0
.
5
～
２
％
引
上
げ



（
注
）

モ
デ

ル
給
与
例
の
月
額
及
び
年
間
給
与
は
、
俸
給
、
地
域
手
当
、
俸
給
の
特
別
調
整
額
、
扶
養
手
当
及
び
本
府
省
業
務
調
整
手
当
を
基
礎
に
算
出

○
地
方
機
関
課
長
：
俸
給
の
特
別
調
整
額
（
4
6,

30
0円

）

○
本
府
省
課
長
補
佐
：
地
域
手
当
（
勧
告
前
1
8.

0％
、
勧
告
後
1
8.

5％
）
及
び
本
府
省
業
務
調
整
手
当
（
3
9,

20
0円

）

○
本
府
省
課
長
：
地
域
手
当
（
勧
告
前
1
8.

0％
、
勧
告
後
1
8.

5％
）
及
び
俸
給
の
特
別
調
整
額
（
1
30
,3
00
円
）

○
本
府
省
局
長

･事
務
次
官
：
地
域
手
当
（
勧
告
前
1
8.
0％

、
勧
告
後

18
.5
％
）

１
－

⑥
国

家
公

務
員

（
行

政
職

（
一

）
及

び
指

定
職

）
モ

デ
ル

給
与

例

月
　

　
額

 年
　

間
　

給
　

与
月

　
　

額
 年

　
間

　
給

　
与

円
円

円
円

円

5
8
,0

0
0

1
8
6
,9

0
0

2
3
4
,4

0
0

勧
　

告
　

前
勧

　
告

　
後

 2
,9

5
8
,0

0
0

 3
,0

1
7
,0

0
0

1
8
4
,4

0
0

2
3
2
,0

0
0

 3
,7

0
3
,0

0
0

1
7
4
,2

0
0

 2
,7

9
4
,0

0
0

1
7
6
,7

0
0

 2
,8

5
2
,0

0
0

独
　

　
　

身

配
  

偶
  

者

 4
,6

3
1
,0

0
0

3
2
0
,5

0
0

配
偶

者
、

子
１

人

２
５

歳

職
  

務
  

段
  

階
年

　
齢

家
  

族
  

構
  

成
　

等

係
　

　
　

　
員

２
２

歳
独

身
（
一

般
職

試
験

（
大

卒
）
初

任
給

）

係
　

　
　

　
長

４
０

歳

３
０

歳

３
５

歳
2
8
7
,1

0
0

7
2
2
,6

3
2

配
偶

者
、

子
２

人

行
政

職
（
一

）
平

均
－

－
4
0
8
,9

9
6

 7
,0

5
7
,0

0
0

 3
,7

6
3
,0

0
0

 1
1
,9

5
7
,0

0
0

3
2
1
,7

0
0

 5
,1

6
3
,0

0
0

2
8
8
,3

0
0

 4
,6

7
9
,0

0
0

 7
,4

1
0
,0

0
0

4
4
1
,6

0
0

4
5
3
,0

2
6

2
2
,7

0
1
,0

0
0

5
9
,0

0
0

6
0
,0

0
0

4
8
,0

0
0

5
0
,0

0
0

2
1
0
,0

0
0

7
2
6
,9

9
7

1
,0

6
0
,5

7
5

1
4
8
,0

0
0

5
8
,0

0
0

9
8
,0

0
0

1
6
4
,0

0
0

5
9
,0

0
0

1
7
,2

9
1
,0

0
0

6
,6

6
5
,0

0
0

－

５
０

歳

３
５

歳

４
５

歳
配

偶
者

、
子

２
人

 5
,2

1
3
,0

0
0

1
,3

9
2
,3

7
5

4
1
0
,4

6
5

4
4
2
,7

0
0

4
5
6
,2

0
1

 6
,9

9
9
,0

0
0

2
2
,4

9
1
,0

0
0

1
,0

5
4
,9

2
0

1
,3

8
5
,3

2
0

 7
,3

1
2
,0

0
0

 1
1
,8

0
9
,0

0
0

1
7
,1

2
7
,0

0
0

6
,6

0
6
,0

0
0

本
 府

 省
 局

 長

本
 府

 省
 課

 長

本
府

省
課

長
補

佐

配
偶

者
、

子
２

人

配
偶

者
、

子
１

人

－
事

　
務

　
次

　
官

－

地
方

機
関

課
長

－

年
間

給
与

額
の

差

1
4
4
,6

0
0

１
８

歳
独

身
（
一

般
職

試
験

（
高

卒
）
初

任
給

）
 2

,2
7
9
,0

0
0

 2
,3

3
4
,0

0
0

5
5
,0

0
0

1
4
2
,1

0
0

６



１
－

⑦
給

与
勧

告
の

実
施

状
況

（
行

政
職

(一
)関

係
）

月
例

給

勧
告

率
年

間
支

給
月

数
対

前
年

比
増

減
増

減
額

率

平
成

１
１

年
0
.2

8
％

4
.9

5
月

△
 0

.3
0
月

△
　

9
.6

万
円

△
 1

.5
％

平
成

１
２

年
0
.1

2
％

4
.7

5
月

△
 0

.2
0
月

△
　

7
.0

万
円

△
 1

.1
％

平
成

１
３

年
0
.0

8
％

4
.7

0
月

△
 0

.0
5
月

△
　

1
.6

万
円

△
 0

.2
％

平
成

１
４

年
△

 2
.0

3
％

4
.6

5
月

△
 0

.0
5
月

△
 1

5
.2

万
円

△
 2

.3
％

平
成

１
５

年
△

 1
.0

7
％

4
.4

0
月

△
 0

.2
5
月

△
 1

6
.5

万
円

△
 2

.6
％

平
成

１
６

年
-

4
.4

0
月

-
-

-

平
成

１
７

年
△

 0
.3

6
％

4
.4

5
月

0
.0

5
月

△
　

0
.4

万
円

△
 0

.1
％

平
成

１
８

年
-

4
.4

5
月

-
-

-

平
成

１
９

年
0
.3

5
％

4
.5

0
月

0
.0

5
月

4
.2

万
円

0
.7

％

平
成

２
０

年
-

4
.5

0
月

-
-

-

平
成

２
１

年
△

 0
.2

2
％

4
.1

5
月

△
 0

.3
5
月

△
 1

5
.4

万
円

△
 2

.4
％

平
成

２
２

年
△

 0
.1

9
％

3
.9

5
月

△
 0

.2
0
月

△
　

9
.4

万
円

△
 1

.5
％

平
成

２
３

年
△

 0
.2

3
％

3
.9

5
月

-
△

　
1
.5

万
円

△
 0

.2
％

平
成

２
４

年
-

3
.9

5
月

-
-

-

平
成

２
５

年
-

3
.9

5
月

-
-

-
平

成
２

６
年

0
.2

7
％

4
.1

0
月

0
.1

5
月

7
.9

万
円

1
.2

％
平

成
２

７
年

0
.3

6
％

4
.2

0
月

0
.1

0
月

5
.9

万
円

0
.9

％

行
政

職
(一

)職
員

の
平

均
年

間
給

与
特

別
給

（
ボ

ー
ナ

ス
）

７



２
－

①
給

与
制

度
の

総
合

的
見

直
し

の
概

要

Ⅳ
経

過
措

置
等

①
新

俸
給

表
の

俸
給

月
額

が
切

替
日

の
前

日
（
平

成
2
7
年

３
月

3
1
日

）
に

受
け

て
い

た

俸
給

月
額

に
達

し
な

い
職

員
に

対
し

て
は

、
平

成
3
0
年

３
月

3
1
日

ま
で

の
３

年
間

に
限

り
、

そ
の

差
額

を
支

給

②
初

年
度

（
平

成
2
7
年

度
）
の

制
度

改
正

原
資

を
確

保
す

る
た

め
、

平
成

2
7
年

１
月

１
日

の

昇
給

に
限

り
、

昇
給

幅
の

１
号

俸
抑

制
を

実
施

③
諸

手
当

の
見

直
し

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
7
年

度
か

ら
段

階
的

に
実

施
し

、
平

成
3
0
年

度

（
平

成
3
0
年

４
月

１
日

）
に

完
成

Ⅱ
世

代
間

の
給

与
配

分
の

見
直

し

○
5
0
歳

台
後

半
層

で
は

公
務

員
給

与
が

民
間

給
与

を
上

回
っ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

俸
給

表
の

水
準

を
平

均
２

％
引

き
下

げ
る

中
で

、

5
0
歳

台
後

半
層

の
職

員
が

多
く
在

職
す

る
号

俸
を

最
大

４
％

引
下

げ

俸 給 月 額

5
0
歳

台
後

半

平
均

２
％

引
下

げ

最
大

４
％

引
下

げ

5
5
歳

を
超

え
る

職
員

（
行

政
職

(一
)６

級

相
当

以
上

）
に

対
す

る
俸

給
等

の
1
.5

％

減
額

支
給

措
置

の
廃

止

（
平

成
3
0
年

３
月

3
1
日

を
も

っ
て

廃
止

）

Ⅰ
地

域
間

の
給

与
配

分
の

見
直

し

①
民

間
賃

金
の

低
い

地
域

に
お

け
る

官
民

の
給

与
差

を
踏

ま
え

、
俸

給
表

の
水

準
を

平
均

で
２

％
引

下
げ

②
俸

給
表

水
準

の
引

下
げ

に
伴

い
、

地
域

手
当

の
支

給
割

合
を

見
直

し
（
３

％
～

最
高

2
0
％

）

2
0
％地 域 手 当

△
２

％

見
直

し
前

の
俸

給
水

準

民
間

民
間

公
務

公
務

〈
東

京
都

特
別

区
の

場
合

〉
〈
民

間
賃

金
の

低
い

地
域

の
場

合
〉

新
俸

給
水

準

Ⅲ
職

務
や

勤
務

実
績

に
応

じ
た

見
直

し

①
広

域
異

動
手

当

6
0
㎞

以
上

3
0
0
㎞

未
満

は
５

％
（
見

直
し

前
３

％
）
、

3
0
0
㎞

以
上

は
1
0
％

（
見

直
し

前
６

％
）
に

引
上

げ

②
単

身
赴

任
手

当

・
基

礎
額

（
見

直
し

前
2
3
,0

0
0
円

）
を

3
0
,0

0
0
円

に
引

上
げ

・
加

算
額

（見
直

し
前

年
間

９
回

の
帰

宅
回

数
相

当
）を

12
回

相
当

の
額

（7
0,

00
0円

限
度

）に
引

上
げ

③
本

府
省

業
務

調
整

手
当

係
長

級
は

基
準

と
な

る
俸

給
月

額
の

６
％

相
当

額
（
現

行
４

％
相

当
額

）
、

係
員

級
は

４
％

相
当

額

（
現

行
２

％
相

当
額

）
に

引
上

げ

④
管

理
職

員
特

別
勤

務
手

当

災
害

へ
の

対
処

等
の

臨
時

又
は

緊
急

の
必

要
に

よ
り

や
む

を
得

ず
平

日
深

夜
に

勤
務

し
た

場
合

、

勤
務

１
回

に
つ

き
6
,0

0
0
円

を
超

え
な

い
範

囲
内

の
額

を
支

給

８



早
期

に
経

過
措

置
の

対
象

者
で

な
く
な

る
場

合

２
－

②
俸

給
表

水
準

の
引

下
げ

に
伴

う
経

過
措

置
（
激

変
緩

和
措

置
）

給
与

制
度

の
総

合
的

見
直

し
に

よ
り

俸
給

表
水

準
の

引
下

げ
と

な
っ

た
職

員
で

、
引

下
げ

後
の

俸
給

月
額

が
、

切
替

日
の

前
日

（
平

成
2
7
年

３
月

3
１

日
）
に

受
け

て
い

た
俸

給
月

額
に

達
し

な
い

職
員

に
対

し
て

は
、

平
成

2
7
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

3
0
年

３
月

3
1
日

ま
で

の
３

年
間

に
限

り
、

経
過

措
置

と
し

て
そ

の
差

額
を

支
給

し
て

い
ま

す
。

３
年

間
、

経
過

措
置

の
対

象
者

で
あ

る
場

合

俸 給 月 額

〔
遡

及
前

〕

2
8
年

度
2
9
年

度
3
0
年

度

H
2
7
.3

.3
1

時
点

の
俸

給
月

額

平 均 ２ ％ 引 下 げ

見
直

し
後

の
俸

給
月

額

（昇
給

等
）

経
過

措
置

額

経
過

措
置

額
の

受
給

終
了

俸 給 月 額

2
8
年

度
2
9
年

度
3
0
年

度

H
2
7
.3

.3
1

時
点

の
俸

給
月

額

平 均 ２ ％ 引 下 げ

経
過

措
置

額

（昇
給

等
）

〔
遡

及
後

〕

俸
給

の
引

上
げ

見
直

し
後

の
俸

給
月

額

経
過

措
置

の
期

限
（
H

3
0
.3

.3
1
）

〔
遡

及
前

〕〔
遡

及
後

〕

俸
給

の
引

上
げ

経
過

措
置

の
期

限
（
H

3
0
.3

.3
1
）

2
7
年

度

（昇
給

等
）

（昇
給

等
）

（昇
給

等
）

（昇
給

等
）

2
7
年

度

９



３
フ

レ
ッ

ク
ス

タ
イ

ム
制

の
拡

充
に

つ
い

て

拡
充

の
必

要
性

近
年

、
ワ

ー
ク

・
ラ

イ
フ

・
バ

ラ
ン

ス
の

重
要

性
に

つ
い

て
の

意
識

が
我

が
国

全
体

で
高

ま
っ

て
お

り
、

価
値

観
や

ラ
イ

フ
ス

タ
イ

ル
の

多
様

化
と

と
も

に
働

き
方

に

対
す

る
ニ

ー
ズ

が
多

様
化

職
員

に
柔

軟
で

多
様

な
勤

務
形

態
の

選
択

肢
を

用
意

す
る

こ
と

は
、

職
員

が
そ

の
能

力
を

十
分

に
発

揮
し

、
高

い
士

気
を

も
っ

て
効

率
的

に
勤

務
で

き
る

環
境

を

整
備

す
る

こ
と

と
な

り
、

公
務

能
率

の
一

層
の

向
上

に
も

資
す

る
。

ま
た

、
職

員
の

仕
事

と
育

児
や

介
護

等
と

の
両

立
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
人

材
確

保
に

も
資

す
る

原
則

と
し

て
全

て
の

職
員

を
対

象
と

し
、

適
用

を
希

望
す

る
職

員
か

ら
申

告
が

行
わ

れ
た

場
合

、
公

務
の

運
営

に
支

障
が

な
い

範
囲

内
に

お
い

て
、

始
業

及
び

終
業

の
時

刻
に

つ
い

て
職

員
の

申
告

を
考

慮
し

て
、

勤
務

時
間

を
割

り
振

る

○

育
児

又
は

介
護

を
行

う
職

員
に

つ
い

て
は

、
よ

り
柔

軟
な

勤
務

形
態

と
す

る
（
コ

ア
タ

イ
ム

の
短

縮
。

日
曜

日
及

び
土

曜
日

に
加

え
て

週
休

日
を

１
日

設
定

可
能

）
○→

適
切

な
公

務
運

営
の

確
保

に
配

慮
し

つ
つ

、
原

則
と

し
て

全
て

の
職

員
を

対
象

に
フ

レ
ッ

ク
ス

タ
イ

ム
制

を
拡

充
す

る
こ

と
が

適
当

組
織

的
な

対
応

を
行

う
た

め
に

全
員

が
勤

務
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

時
間

帯
（
コ

ア
タ

イ
ム

）
等

を
長

く
設

定
す

る
な

ど
、

適
切

な
公

務
運

営
の

確
保

に
配

慮
○

超
過

勤
務

が
増

加
し

な
い

よ
う

に
す

る
の

み
で

な
く
、

縮
減

す
る

方
向

で
の

働
き

方
の

推
進

が
重

要
○

「
国

家
公

務
員

の
女

性
活

躍
と

ワ
ー

ク
ラ

イ
フ

バ
ラ

ン
ス

推
進

の
た

め
の

取
組

指
針

」
（
平

成
2
6
年

1
0
月

）
の

中
で

、
各

府
省

等
に

お
け

る
適

切
な

公
務

運
営

を
確

保
し

つ
つ

、
幅

広
い

職
員

が
よ

り
柔

軟
な

働
き

方
が

可
能

と
な

る
よ

う
な

フ
レ

ッ
ク

ス
タ

イ
ム

制
の

導
入

に
つ

い
て

、
本

院
に

対
し

、
検

討
の

要
請

制
度

の
イ

メ
ー

ジ

拡
充

す
る

フ
レ

ッ
ク

ス
タ

イ
ム

制

①
一

般
の

職
員

(注
２

)…
始

業
及

び
終

業
時

刻
を

設
定

で
き

る
時

間
帯

コ
ア

タ
イ

ム
(注

１
)

フ
レ

キ
シ

ブ
ル

タ
イ

ム
(注

１
)…

全
員

が
勤

務
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

時
間

帯
②

育
児

又
は

介
護

を
行

う
職

員

通
常

の
勤

務

毎
日

５
時

間

毎
日

２
時

間
以

上
４

時
間

30
分

以
下

フ
レ

キ
シ

ブ
ル

タ
イ

ム
(注

２
)

フ
レ

キ
シ

ブ
ル

タ
イ

ム

フ
レ

キ
シ

ブ
ル

タ
イ

ム
コ

ア
タ

イ
ム

○ ○ ○

拡
充

の
概

要
等

コ
ア

タ
イ

ム
は

全
員

が
勤

務
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
タ

イ
ム

は
、

そ
の

範
囲

内
で

、
育

児
や

介
護

等
を

含
め

た
職

員
の

様
々

な
事

情
に

応
じ

て
、

・
勤

務
時

間
帯

を
早

め
る

（
遅

ら
せ

る
）
こ

と
・

１
日

の
勤

務
時

間
を

短
く
（
長

く
）
し

て
、

そ
の

分
、

他
の

日
の

勤
務

時
間

を
長

く
（
短

く
）
す

る
こ

と
等

が
可

能

（
１

日
７

時
間

45
分

）

割
振

り
単

位
期

間
（４

週
間

。
育

児
・
介

護
職

員
に

つ
い

て
は

１
～

４
週

間
）の

中
で

１
週

間
当

た
り

の
勤

務
時

間
数

が
3
8時

間
4
5
分

と
な

る
よ

う
に

割
り

振
る

（４
週

間
の

場
合

1
5
5
時

間
）

１
週

間
当

た
り

の
勤

務
時

間
数

は
、

通
常

の
勤

務
と

変
わ

ら
な

い

1
0
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公
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4
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人

3
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3
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8
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6
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7
6
人

7
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8
2
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1
5
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1
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1
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1
,9

7
5
人

2
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1
2
人

2
,6

5
9
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0

1
,0

0
0

2
,0

0
0

3
,0

0
0

4
,0

0
0

5
,0

0
0

6
,0

0
0

7
,0

0
0

8
,0

0
0

9
,0

0
0

1
0,

0
00

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

フ
ル

タ
イ

ム

短
時

間
勤

務

［
4
,6

5
7
人

］

［
5
,4

7
9
人

］

［
6
,8

6
4
人

］

［
8
,6

8
8
人

］

人

年
度

［
9
,7

4
1
人

］

４
高

齢
層

職
員

の
能

力
及

び
経

験
の

活
用

（
雇

用
と

年
金

の
接

続
）

雇
用

と
年

金
の

接
続

に
つ

い
て

は
、

平
成

23
年

の
意

見
の

申
出

を
踏

ま
え

、
適

切
な

措
置

が
講

じ
ら

れ
る

必
要

。
公

務
の

再
任

用
は

短
時

間
勤

務
中

心
で

あ
り

、
民

間
同

様
の

フ
ル

タ
イ

ム
中

心
の

勤
務

実
現

を
通

じ
た

再
任

用
職

員
の

能
力

・
経

験
の

活
用

が
必

要
。

こ
の

た
め

、
定

員
事

情
や

人
員

構
成

の
特

性
等

を
踏

ま
え

計
画

的
な

人
事

管
理

に
努

め
る

等
一

層
の

工
夫

が
必

要
。

人
事

院
と

し
て

は
関

連
す

る
制

度
を

含
め

適
切

な
措

置
が

と
ら

れ
る

よ
う

引
き

続
き

必
要

な
対

応

「
再

任
用

実
施

状
況

調
査

」
(内

閣
人

事
局

・
人

事
院

）
よ

り
作

成
（
平

成
2
7年

度
再

任
用

職
員

は
年

度
内

予
定

者
を

含
む

）
、

民
間

は
平

成
2
6年

「
民

間
企

業
の

勤
務

条
件

制
度

等
調

査
」

○
平

成
2
7
年

度
再

任
用

職
員

の
総

数
は

9
,7

4
1
人

で
あ

り
、

昨
年

度
比

1
2
.1

％
（
一

昨
年

度
比

4
1
.9

％
）
増

加

○
平

成
2
6
年

度
定

年
退

職
者

（
4
,0

4
8
人

）
の

う
ち

5
3
.7

％
（
2
,1

7
2
人

）
が

再
任

用
を

希
望

国
家
公

務
員
の
再

任
用

の
状

況

4
1
.9

%
増

再
任

用
職

員
数

の
推

移

再
任

用
職

員
の

う
ち

平
成

2
6
年

度
定

年
退

職
者

勤
務

形
態

・
就

い
て

い
る

ポ
ス

ト
（
行

（
一

）
）

○
再

任
用

職
員

の
う

ち
短

時
間

勤
務

職
員

は
8
3
.0

％
。

平
成

2
6
年

度
定

年
退

職
者

に
限

る
と

短
時

間
勤

務
職

員
は

7
0
.1

％
（
こ

の
短

時
間

勤
務

職
員

の
う

ち
、

希
望

に
反

し
て

短
時

間
勤

務
と

な
っ

て
い

る
者

が
約

2
7
％

）
一

方
、

民
間

の
再

雇
用

者
は

、
9
2
.0

％
が

フ
ル

タ
イ

ム
で

勤
務

○
再

任
用

職
員

の
う

ち
定

年
前

よ
り

職
責

が
低

い
主

任
級

又
は

係
長

級
（
２

・
３

級
）
に

就
い

て
い

る
者

が
8
2
.9

％
1
2
.1

%
増

(4
,0

8
5
人

)

(4
3
7
人

)

(8
3
9
人

)

(1
,0

2
3
人

)

再
雇

用
者

の
う

ち
平

成
2
5
年

度
定

年
退

職
者

再
任

用
職

員

フ
ル

タ
イ

ム

短
時

間
勤

務

1
1
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